
”笑顔で元気、ともに歩むまちづくり”にむけて

明日を創る５つのビジョン【数値目標】(平成30年度～令和3年度）

　　　　　（令和元年度　実績）

★明日の笑顔を創る (子育て・健康・福祉）

★明日の豊かさを創る (農林業・商工業・観光)

★明日の輝きを創る (教育・スポーツ・文化)

★明日の安全を創る (防災・防犯・交通・環境)

★明日のまちを共に創る (協働・参画・人権・行財政)

八頭町長

令和2年6月
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☆明日の笑顔を創る（子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

子育て支援 保育料の軽減 保育料の軽減を行います。 少子化、人口減少にあ
る八頭町において、保
育料の軽減により、子ど
もを生み、育てやすい
環境づくりの推進が図ら
れます。

平成３０年度：第2子以降無償化実施
令和元年度：第2子以降無償化実施
令和２年度：第2子以降無償化実施
令和３年度：第2子以降無償化実施

平成３０年度　継続実施
令和元年度　継続実施

中山間地域モデル化事業を活
用し、第2子以降保育料無償
化。
幼稚園、森のようちえんも無償
化対象。

生み、育てやすい環境づくりの
整備

町民課

多様な保育サービスの
提供

病児保育事業を実施します。
（202：病児保育事業費）

鳥取市との広域連携に
より効率的な運営と子育
て環境の充実が図られ
ます。

平成３０年度　１５件
令和元年度　１５件
令和２年度　１５件
令和３年度　１５件

平成３０年度　３１件
令和元年度 　２７件

鳥取市の病児保育施設2カ所
で広域利用による病児保育事
業を実施。令和元年度からは
鳥取市立病院の病後児保育施
設も広域協定により利用可能。

年間受入件数を１５件行う。 町民課

子育て環境の充実 放課後児童クラブの運営を行うととも
に、施設整備と受入体制の充実を図
ります。
（188：放課後児童クラブ運営費）

適切な遊びや安心して
過ごせる生活の場を提
供することにより、健全
な育成が図られます。

平成３０年度　　放課後児童クラブ
　　　　　　　　　　施設整備完了
令和元年度　　民間委託実施
令和２年度　　民間委託実施
令和３年度　　民間委託実施

平成３０年度　放課後児童クラブ
　　　　　　　　　施設整備完了
令和元年度　民間委託実施

保護者負担の軽減を図るた
め、民間事業者へ運営を委
託。子育て支援の質の改善と
向上、量の拡充を進め、保護
者の子育てと就労の両立支援
を推進。

児童が安心して過ごせる施設の
整備、及び保護者負担の軽減
を図るためNPO等への運営を委
託。

町民課

子育て環境の充実 ファミリーサポートセンターの運営を
行います。
（189：ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業）

育児について助け合う
会員組織の運営をサ
ポートすることで、子育
てニーズに対応できま
す。

平成３０年度　２２０件（１０）
令和元年度　２３０件（１０）
令和２年度　２４０件（１０）
令和３年度　２５０件（１０）

平成３０年度　１３３件
令和元年度　 ２６３件

保育所等への通所者が多く、
利用者は減少傾向にあるが、
地域ぐるみでの子育て支援を
推進。

年間利用件数を２５０件にする。 町民課

子育て世帯の経済的
負担の軽減

出生祝い金の支給を行います。
（185：出生祝い金事業）

希望のかなう妊娠及び
出産を支援します。

平成３０年度　　検討
令和元年度　　実施
令和２年度　　実施
令和３年度　　実施

平成３０年度　　10,000円
令和元年度　　 30,000円

出産祝い金に加え、ごみ袋・は
じめてばこの追加品目を支給。

出生祝金支給額を増額する。 町民課

子育て世帯の経済的
負担の軽減

在宅で育児を行っている世帯を対象
とした給付金の支給を行います。
（209：在宅育児世帯支援事業）

経済的支援を行うこと
で、乳児の健全な育成
が図られます。

平成３０年度　　６ヶ月支給
令和元年度　　６ヶ月支給
令和２年度　　６ヶ月支給
令和３年度　　６ヶ月支給

平成３０年度　　６ヶ月支給
令和元年度　　 ６ヶ月支給

乳児を日中家庭で保育する保
護者等に対し、給付金を支給
することで、乳児の健全な育成
を支援。

乳児を日中家庭で保育する保
護者等に対し、経済的支援を行
い様々な子育てニーズに対応。

町民課

子どもの貧困対策 子どもの居場所（子ども食堂）を実施
する団体等の活動、立ち上げを支援
します。

子どもの居場所を確保
することで、子どもの孤
立・貧困対策、児童福
祉の向上が図られま
す。また、地域住民等か
らの食材の提供等、運
営参加を通じて、地域
の福祉力の向上が図ら
れます。

平成３０年度  ３団体（１）
令和元年度　４団体（１）
令和２年度　４団体（０）
令和３年度　４団体（０）

平成３０年度　2団体
令和元年度　2団体（０）

既存の2団体のみの取り組みで
あった。八東地域において地
元有志団体の立ち上げの意向
があるものの、設立には至らな
かった。引き続き、取り組み内
容の周知を行う。

学校、家庭以外に地域の大人と
子どもたちが継続的に交流でき
る場・居場所を設けることで、貧
困・孤立などの問題を抱えてい
る子どもとの接点をつくり、関係
機関との連携により必要な支援
につなげる仕組みを構築する。

福祉課

◆子育て世代への経済的負担を軽減し、安心して生み、育てることのできる子育て環境をつくります。

◆移住定住を促進し、住み慣れた地域で互助・共助の輪を広げ、地域ぐるみで支え合う地域福祉の充実を図ります。

◆運動や食による生活習慣病の予防や各種検診・予防接種などの支援を充実し、健康づくりを推進します。
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☆明日の笑顔を創る（子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子育て世代への経済的負担を軽減し、安心して生み、育てることのできる子育て環境をつくります。

◆移住定住を促進し、住み慣れた地域で互助・共助の輪を広げ、地域ぐるみで支え合う地域福祉の充実を図ります。

◆運動や食による生活習慣病の予防や各種検診・予防接種などの支援を充実し、健康づくりを推進します。

子育て支援 子どもの発達支援 相談・教室・巡回指導等による子ども
の発達支援を実施します。
（739：子どもの発達支援事業）

子どもの個性を守りなが
ら発達段階にあった支
援を保護者と共有し、保
健・福祉・教育機関が連
携し適切な支援を受け
ることができます。

相談・支援の充実 平成３０年度
  実績　252件（延べ数）
令和元年度
　実績　226件（延べ数）

子どもの個性を守りながら保護
者の不安や困り感を受け止め、
発達段階にあった支援を保護
者と共有し、実施。
事業継続のためには専門職の
確保が課題。

子どもの個性を受け止め、適切
な支援を受けながら成長するこ
とができる。

保健課

子どもの養育支援 　子育てに関し支援が必要な家庭を
対象とした訪問・助言事業を実施しま
す。（184：子ども養育支援事業）

養育支援が特に必要で
ある家庭に対し、訪問事
業を実施し、適切な養
育の実施を確保します。

相談・支援の充実 平成３０年度
育児・家事援助　37件（延べ数）
専門的相談支援　50件（延べ数）
令和元年度
育児・家事援助　0件
専門的相談支援　55件（延べ数）

養育支援が特に必要な家庭に
当訪問事業を実施。
必要な家庭には、支援を行う。

養育支援が特に必要な家庭に
対し、当訪問事業を実施するこ
とで、適切な養育の実施を確保
することができる。

保健課

健康づくり 受診勧奨の強化・広報活動の充実
検診受診勧奨ちらしを健康づくり推進
委員を通じて全戸配布します。

健康づくり推進委員による各地域ごと
のがん検診推進事業（健康教室等）
を実施します。

健康づくり推進委員と協働し、町内
スーパーでの検診受診勧奨ちらしを
配布します。

無線放送を活用し、受診勧奨します。

未受診者へ通知を送付し、受診勧奨
します。

特定健診対象者（４０歳新規対象者・
秋頃に未受診者・途中加入者）にが
ん検診の受診勧奨通知を同封しま
す。

がん検診の標語コンテストを実施しま
す。

集団検診と個別医療機関検診の受
診選択制を実施します。

検診受診率の向上 検診受診率が向上する
ことで、疾病予防、がん
等の早期発見、早期治
療で、医療費の削減と
75歳未満年齢調整死亡
率の低下が図られま
す。

平成３０年度末 ３５．５％
令和元年度末 ３５．１％

平成３０年度末 ４７．９％
令和元年度末 ４７．６％

平成３０年度末 ４５．８％
令和元年度末 ４４．９％

平成３０年度末 ３３．４％
令和元年度末 ３４．０％

平成３０年度末２１．７％
令和元年度末 ２１．０％

受診方法の選択制を取り入
れ、受診しやすい体制づくりに
取り組み、がん予防をテーマに
した健康教室、健康講座の実
施、健康づくり推進委員と一緒
にがん検診啓発活動等を行い
がん検診の重要性について啓
発を行う。

がん検診の標語コンテストを実
施し、６９作品（昨年度より約２０
作品増加）の応募があった。最
優秀・優秀作品を選出し次年
度からポスター、チラシ、啓発
物品等のがん検診PRに活用し
ていく。

精密検査未受診者に対して通
知・電話勧奨等を行い適正な
受診を促し、年度中に子宮が
ん検診未受診者へ検診受診勧
奨通知を送付、あわせて検診
の必要性、早期発見・早期治
療の重要性の啓発も実施。
壮年期・女性の受診率引き上
げが今後も課題である。

がん検診受診率を５０％にす
る。

保健課（胃がん検診）
平成３０年度 ３８．９％（３．７）
令和元年度　 ４２．６％（３．７）
令和２年度　 ４６．３％（３．７）
令和３年度 　５０．０％（３．７）
（肺がん検診）
平成３０年度 ４７．０％（０．４）
令和元年度　 ４８．０％（１．０）
令和２年度 　４９．０％（１．０）
令和３年度　 ５０．０％（１．０）
（大腸がん検診）
平成３０年度 ４６．０％（１．３）
令和元年度 　４７．３％（１．３）
令和２年度 　４８．６％（１．３）
令和３年度 　５０．０％（１．４）
（子宮がん検診）
平成３０年度 ３７．３％（４．２）
令和元年度　 ４１．５％（４．２）
令和２年度　 ４５．７％（４．２）
令和３年度 　５０．０％（４．３）
（乳がん検診）
平成３０年度 ２８．８％（７．０）
令和元年度 　３５．８％（７．０）
令和２年度　 ４２．８％（７．０）
令和３年度 　５０．０％（７．２）
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☆明日の笑顔を創る（子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子育て世代への経済的負担を軽減し、安心して生み、育てることのできる子育て環境をつくります。

◆移住定住を促進し、住み慣れた地域で互助・共助の輪を広げ、地域ぐるみで支え合う地域福祉の充実を図ります。

◆運動や食による生活習慣病の予防や各種検診・予防接種などの支援を充実し、健康づくりを推進します。

健康づくり 健康講座の開催 こころがリフレッシュできるような健康
講座を開催します。

こころの健康づくりや健
康増進等につながりま
す。

平成３０年度　１回/年
令和元年度　１回/年
令和２年度　１回/年
令和３年度　１回/年

平成３０年度　　1回　11人
令和元年度　　１回　14人

・医師、健康指導士を講師に招
き、60代からの身体機能の変
化をロコモティブシンドロームを
中心に実施。

こころがリフレッシュできるような
健康講座を１回／年開催する。

保健課

八東プールの利用促
進

八東プールの利用者を増やすため、
水中運動教室の回数増加を検討しま
す。

健康増進・介護予防と
医療費の抑制につなが
ります。

平成３０年度　　２，９０５人/年（６７）
令和元年度　　２，９７０人/年（６５）
令和２年度　　３，０３５人/年（６５）
令和３年度　　３，１００人/年（６５）

平成３０年度　　3,373人
令和元年度     3,178人

水中運動教室を週2回開催した
が、令和2年2月以降、新型コロ
ナウイルス感染症拡大のため、
施設利用中止措置等により利
用者数が減少。新型コロナウイ
ルス感染症予防措置を徹底
し、引き続き水中運動教室を週
2回開催する。

年間利用者数を３，１００人にす
る。

男女共同参
画センター

個別医療機関検診の
無償化

がん検診（胃・肺・大腸・子宮・乳）の
医療機関検診の無償化を推進しま
す。

受診率向上につながり
ます。

平成３０年度　調査
令和元年度　検討
令和２年度　部分試行
令和３年度　部分試行

平成３０年度胃がん検診の医
療機関検診自己負担を２，０００
円から１，０００円に変更。
胃がん検診受診率全体で０．
３％増加、医療機関検診受診
率は０．６％増加。
令和元年度の胃がん医療機関
検診は平成３０年度より０．９％
増加した。

胃がん検診の医療機関検診自
己負担を２，０００円から１，０００
円に変更し、医療機関検診受
診者各がん微増傾向にある。
一定の年齢についての全がん
検診無料化も行っており、経過
を加味し今後も調査継続。

がん検診の医療機関検診の無
償化

保健課

食を通じた健康づくり
の推進

伝達講習会を開催します。 生活習慣病の予防につ
ながります。

平成３０年度　６５回　６５５人（７４）
平成３１年度　６５回　７３０人（７５）
平成３２年度　８０回　８０５人（７５）
平成３３年度　８０回　８８０人（７５）

平成３０年度　　52回　535人
令和元年度　 　61回　620人

・養成講座修了者が新規会員
となり、新たな集落での実施に
つながっている。

伝達講習会の年間開催数８０
回、参加者数８８０人にする。

保健課
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☆明日の笑顔を創る（子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子育て世代への経済的負担を軽減し、安心して生み、育てることのできる子育て環境をつくります。

◆移住定住を促進し、住み慣れた地域で互助・共助の輪を広げ、地域ぐるみで支え合う地域福祉の充実を図ります。

◆運動や食による生活習慣病の予防や各種検診・予防接種などの支援を充実し、健康づくりを推進します。

移住定住の
促進

平成３０年度　５世帯
令和元年度　５世帯
令和２年度　５世帯
令和３年度　５世帯

平成３０年度　７世帯
令和元年度　11世帯

首都圏等での相談会に出展
し、移住者を呼び込む取組み
を推進した。今後も情報提供を
行い、移住・定住を促進する。

新規移住世帯を５件／年とす
る。

地方創生室

平成３０年度　１０件
令和元年度　１０件
令和２年度　１０件
令和３年度　１０件

平成３０年度　10件
令和元年度　12件

空き家所有者等による住宅改
修助成制度の活用により、移住
者受入に係る支援を行った。今
後も情報提供を行い、移住・定
住を促進する。

新規登録件数を１０件／年とす
る。

地方創生室

平成３０年度　１０件
令和元年度　１０件
令和２年度　１０件
令和３年度　１０件

平成３０年度　５件
令和元年度　6件

空き家所有者等による住宅改
修助成制度の活用により、移住
者受入に係る支援を行った。今
後も情報提供を行い、移住・定
住を促進する。

新規補助件数を１０件／年とす
る。

地方創生室

平成３０年度　８２件（２５）
令和元年度　８０件（２５）
令和２年度　５０件（２５）
令和３年度　２５件（２５）

平成３０年度　　87件（31）
令和元年度　　 95件（35）

定住人口の増加を図るため、
新築住宅取得に伴う固定資産
税の補助を行った。今後も情報
提供を行い、移住・定住を促進
する。

平成２７年度課税分から令和３
年度課税分までを対象に、住宅
を新築した場合の固定資産税を
３年間補助する。

税務課

新たな宅地造成の促進を行い定住を
図ります。（民間整備分を含む）

平成３０年度　　８０区画（１６）
令和元年度　　９５区画（１５）
令和２年度　１１０区画（１５）
令和３年度　１２５区画（１５）

平成３０年度　 82区画（18）
令和元年度　120区画（38）

郡家西地域の民間による宅地
造成は増えているが、他地域の
宅地造成に民間活力が導入さ
れない課題があり、今後、町営
での宅造検討を行う。

新規民間宅地造成を１５区画／
年とする。

建設課

移住・定住の促進 移住・定住が促進され、
地域の活性化が図られ
ます。

空家への入居者に対する助成制度
や住宅を取得した場合の固定資産税
の軽減を検討します。

移住・定住を促進します。

－4－ 1.明日の笑顔



－5－

☆明日の笑顔を創る（子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子育て世代への経済的負担を軽減し、安心して生み、育てることのできる子育て環境をつくります。

◆移住定住を促進し、住み慣れた地域で互助・共助の輪を広げ、地域ぐるみで支え合う地域福祉の充実を図ります。

◆運動や食による生活習慣病の予防や各種検診・予防接種などの支援を充実し、健康づくりを推進します。

福　　祉 生活困窮者の自立支
援

総合相談窓口を設置します。
（自立相談支援事業・国庫3/4）
（福祉事務所設置町村必須事業）
（社協、ＮＰＯへの委託も可）

稼働年齢層の生活保護受給の長期
化を防ぐとともに、高齢や障がい、孤
立等による生活困窮者の日常生活の
自立、社会的自立を支援します。

生活保護受給に至る前
のセーフティネット機能
の充実が図られます。

＜就労支援件数＞
平成３０年度　５件
令和元年度　５件
令和２年度　５件
令和３年度　５件

自立相談支援事業を町社協へ
委託。平成２７年４月１日、町社
協は、専任の相談支援員を配
置し、「福祉相談窓口」を開設。
平成30年度には「福祉相談支
援センターほっと」と改名してよ
り親しみを持てるよう努めた。ま
た、ひきこもり者支援に特化し
たひきこもり支援調整会議を
行った。
なお、就労支援については、被
保護者就労支援事業、被保護
者及び生活困窮者就労準備支
援事業を東部４町共同でＮＰＯ
法人ワーカーズコープへ委託。

平成30年度 就労支援件数 2
件
令和元年度 就労支援件数 ７
件

福祉総合相談窓口
【相談件数】　５３件
【支援プラン作成件数】　６件
【就労支援件数】　３件
【推進会議】　１回開催
【支援調整会議】　４回開催
【支援調整担当者会議】　６回
開催
【ひきこもり支援調整会議】２回
開催
【課題】今年度から教育委員会
を加え、支援調整担当者会議
を開催することにより、各関係
機関からの情報提供数が増え
たが実際に支援につながった
困窮者は少ない。今後も引き続
き、関係機関と連携し支援開始
に向け努める。

「就労の状況、心身の状況、地
域社会との関係性その他の事
情により、現に経済的に困窮し、
最低限度の生活を維持すること
ができなくなるおそれのある生
活困窮者」を早期発見・早期支
援するための① 「アウチリーチ」
並びに ②「チーム支援」 体制の
構築を図る。
①「福祉相談支援センターほっ
と」と地域福祉施設（まちづくり
委員会）の総合相談窓口との
ネットワークを構築する。
②行政、町社協等支援関係機
関の「チーム支援」により、複合
的課題を「丸ごと（世帯丸ご
と）」、包括的に支援する体制を
構築する。

福祉事務所
福祉課H29
～

障がい者支援活動の啓発、障がい者
福祉団体の運営支援を行います。

障がい者支援活動の啓
発によりみんなが住みよ
いまちづくりにつながり
ます。

平成３０年度  ４団体
令和元年度　４団体
令和２年度　４団体
令和３年度　４団体

平成３０年度　　4団体
令和元年度   　４団体

今後も、各団体の活動支援を
続けていくとともに、新規加入
の促進を図る。

会員相互の交流を図るとともに、
研修等を通じて障がいへの正し
い理解を推進するため、４団体
／年支援する。

保健課
福祉事務所
H28～
福祉課H29
～

自立支援施設整備を行う法人・団体
を支援します。児童発達支援セン
ターを開設します。

障がい児者の自立支援
促進と環境整備が図ら
れます。

平成３０年度　１箇所
令和元年度　１箇所
令和２年度　１箇所
令和３年度　１箇所

平成３０年度　　２箇所
令和元年度　 　０箇所

今後も、各団体の施設整備支
援を続けていくとともに、障がい
児者の自立支援促進と環境整
備を図る。

施設３箇所、児童発達支援セン
ター１箇所整備する。

保健課
福祉事務所
H28～
福祉課H29
～

総会、研修会等へ出向き、障がいの
ある方へ情報提供を行います。

情報の共有により障が
いのある方の安心な生
活が確保できます。

平成３０年度　１０回
令和元年度　１０回
令和２年度　１０回
令和３年度　１０回

平成３０年度　　６回/年
令和元年度　 　４回/年

今後も、積極的に各種団体へ
の情報提供を行う。

各種団体への説明会を１０回／
年開催する。

保健課
福祉事務所
H28～
福祉課H29
～

あいサポーターの養成を推進します。 きめ細やかな支援を
行ない、障がいのある
方との共生が図られま
す。

平成３０年度　３１２人（２０）
令和元年度　３３２人（２０）
令和２年度　３５２人（２０）
令和３年度　３７２人（２０）

平成３０年度末　３２０人（２８）
令和元年度末 　３５５人（３５）

今後も、積極的に養成研修会
の開催を働きかける。

あいサポーター登録者数を３７２
人とする。

保健課
福祉事務所
H28～
福祉課H29
～

障がい者支援

1.明日の笑顔



☆明日の笑顔を創る（子育て・健康・福祉）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子育て世代への経済的負担を軽減し、安心して生み、育てることのできる子育て環境をつくります。

◆移住定住を促進し、住み慣れた地域で互助・共助の輪を広げ、地域ぐるみで支え合う地域福祉の充実を図ります。

◆運動や食による生活習慣病の予防や各種検診・予防接種などの支援を充実し、健康づくりを推進します。

福　　祉 障がい者支援 災害時の障がい者支援体制の整備
に向けて、災害時要支援者台帳への
登録を推進します。

障がいのある方が安心
して暮らせる地域防災
体制の確立が図られま
す。

平成３０年度　１４１人（６）
令和元年度　１４７人（６）
令和２年度　１５３人（６）
令和３年度　１６０人（７）

平成３０年度 １１９人（７）
令和元年度　１２６人（７）

死亡、障がいの程度による登録
内容見直し等を理由に、年次
目標には至っていないが、制
度勧奨による新規登録者数は
増加した。引き続き、障がい者
訪問相談事業の中で計画的に
登録を推進する。

災害時要支援登録者数を１６０
人とする。

福祉環境課
保健課H27
～
福祉事務所
H28～
福祉課H29
～

障がい者支援 障がい者の訪問相談を実施します。 電話・訪問等により障が
い児・者の生活状況等
を把握し、必要なサービ
スへ繋げることができま
す。

平成３０年度　５５０人（５２）
令和元年度　６００人（５０）
令和２年度　６５０人（５０）
令和３年度　７００人（５０）

平成３０年度　５９１名
令和元年度　６７０名（７９）

障がい児・者への訪問や電話
連絡により障がいの状態や生
活状況、困りごと等を聞き取り、
必要かつ適切なサービス利用
へつないでいる。

障がい者の年間訪問相談数を
７００人実施する。

福祉環境課
保健課H27
～
福祉事務所
H28～
福祉課H29
～

ふれあいサロンの充実 要援護者支援
社会福祉協議会・老人クラブ等と協
力し、独居・高齢者世帯等の見守り・
安否確認体制を整備します。
ふれあいサロンの充実
（対象１２８団体）

孤独死の防止、地域の
連携・活性化が図られま
す。

平成３０年度　７５団体
平成３１年度　７５団体
平成３２年度　７５団体
平成３３年度　７５団体

平成３０年度実施　　68サロン
（△6）
令和元年度　72サロン（４）

町社会福祉協議会に委託し、
地域の中でのふれあいや仲間
づくりを深め、健康づくり、生き
がいづくりを目指してサロンを
実施した。地区まちづくり委員
会との連携方法と、各サロンの
運営者の高齢化に伴う活動の
弱体化、サロン数減少への対
応が必要である。令和元年度
新規6団体。

ふれあいサロン実施団体を７５
団体とする。

福祉課

地域福祉拠点の整備 概ね旧小学校区を単位とする１４地区
に地域福祉の活動拠点を整備すると
ともに、運営組織（まちづくり委員会）
の立上げを推進します。

支え合い活動の強化に
より、高齢者や障がい者
等が住み慣れた地域で
安心して暮らし続けられ
る地域づくりの推進が図
られます。

平成３０年度　１０地区(１)
令和元年度　１２地区(２)
令和２年度　１４地区(２)
令和３年度　１４地区(０)

平成３０年度の地域福祉拠点
の設立は0地区
令和元年度の地域福祉拠点の
設立は1地区

船岡地区まちづくり委員会が
5/7に設立。丹比・八東地区で
は準備会を5回開催。次年度初
旬には設立の予定。国中、西
郡家は検討会を2回実施、2地
区14集落で説明会を行った。
説明会を未開催の集落に再度
依頼する。

全地区にまちづくり委員会を設
置。各地区の活動拠点を整備
（既存施設利用を含む）する。

福祉課

新

新

－6－ 1.明日の笑顔



－7－

☆明日の豊かさを創る  (農林業・商工業・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

農業の振興 集落営農の組織化 集落営農の組織化を図ります。 農地の計画的利用が促
進されます。

平成３０年度　１９組織（１）
令和元年度　２０組織（１）
令和２年度　２１組織（１）
令和３年度　２２組織（１）

平成３０年度末　１８組織（０）
令和元年度末　 １９組織（１）

組合員の高齢化に伴い１集
落の任意組織で活動が困難
となっている。元年度に新た
に２集落で任意組織の設立
がなされた。また、１集落で、
任意組織から法人化に向け
て準備を行っている。今後も
各地域での組織化に向けた
支援を行う。

新規集落営農組織化を４組織
実施し、農業法人組織化の拡大
と、集落営農の振興を行う。

農業委員会
産業観光課

遊休農地の解消 農地利用状況調査により遊休農地を
把握し、所有者等に対して中間管理
機構への貸出し誘導等を行い、解消
を目指します。

農地の適正管理が図ら
れます。

平成３０年度　６６ha(▲２)
令和元年度　６４ha(▲２)
令和２年度　６２ha(▲２)
令和３年度　６０ha(▲２)

平成３０年度　６８ha(０)
令和元年度　６１ha(▲７）

今後も継続してパトロール強
化を行い、遊休農地解消に
努める。また、農地所有者へ
のアンケート調査結果を活用
し、貸出意向農地を整理し担
い手等借受希望者へ繋げ、
遊休農地化抑制に努める。

遊休農地を６０haに減少させる。 農業委員会
産業観光課

認定農業者等担い手
の育成及び確保

関係機関等と連携し認定農業者、特
定農業法人を確保します。

農業従事者の確保、農
地の適正管理が図られ
ます。

平成３０年度　２９経営体(１経営体)
　　　　　　　　　　 ０法人 　(０法人)
令和元年度　３０経営体(１経営体)
　　　　　　　　　　 １法人 　(１法人)
令和２年度　３１経営体(１経営体)
　　　　　　　　　   １法人 　(０法人)
令和３年度　３２経営体(１経営体)
　　　　　　　　　　 ２法人　 (１法人)

平成３０年度末　２７経営体（▲１）
０法人（０）
令和元年度　２６経営体（▲１）０
法人（０）

家族経営協定締結者による
連名での農業経営改善計画
の申請は増えつつある。
元年度は新たに２経営体が
認定農業者となったが、高齢
化に伴い、３経営体が更新を
行わなかったため総数で１経
営体の減となった。
今後も、新規就農者等若手
農業者のサポートを行い、新
たな認定農業者の確保に努
める。

認定農業者を３２経営体、特定
農業法人を２法人にする。

農業委員会
産業観光課

◆有害鳥獣被害を防止し、農業経営の法人化、規模拡大、担い手確保に向けた支援の充実と、農産物のブランド化、6次産業化により付加価値を高め、JA等関係機関と連携して、農業振興
を図ります。

◆豊かな森林資源を有効に活用し、森林組合等関係機関と連携を図り、雇用の創出と森林保全に取り組みます。

◆地域資源を活かし、自然、歴史、食などを融合させた、交流人口の拡大と観光振興を図り、賑わいのまちづくりを創出します。

◆商工会等関係機関と連携し、町内事業者の育成、起業の支援、企業誘致による商工業を推進します。

2.明日の豊かさ



☆明日の豊かさを創る  (農林業・商工業・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆有害鳥獣被害を防止し、農業経営の法人化、規模拡大、担い手確保に向けた支援の充実と、農産物のブランド化、6次産業化により付加価値を高め、JA等関係機関と連携して、農業振興
を図ります。

◆豊かな森林資源を有効に活用し、森林組合等関係機関と連携を図り、雇用の創出と森林保全に取り組みます。

◆地域資源を活かし、自然、歴史、食などを融合させた、交流人口の拡大と観光振興を図り、賑わいのまちづくりを創出します。

◆商工会等関係機関と連携し、町内事業者の育成、起業の支援、企業誘致による商工業を推進します。

農業の振興 農地の利用集積 貸し手、借り手の意向等の情報収集
を行い、中間管理事業への誘導、担
い手の紹介など効率的な利用集積を
行います。

農業経営の安定、農地
の適正管理が図られま
す。

平成３０年度　８２４ha(５)
令和元年度　８２９ha(５)
令和２年度　８３４ha(５)
令和３年度　８３９ha(５)

平成３０年度末　８２０ha(６）
令和元年度末 　８４６ｈａ（２６）

農地中管理事業の活用によ
り、大規模農家の農地集約
が進んでいる。農地利用に
ついては、担い手による一定
の利用形態ができつつある。
担い手がいない地域につい
てはなかなか集積が進まな
い状況にあるが、最近では
個人農家でも中間管理事業
を活用しての利用権設定が
増えてきてる。今後も、担い
手の意見を確認しながら、農
地利用調整を行い、農地集
積に努める。

利用集積の総面積を８３９haに
する。

農業委員会
産業観光課

優良農地の継承 果樹優良園を新たな担い手へ継承す
るまでの間、維持管理を行う果樹グ
ループなどの経費負担を軽減しま
す。

果樹の就農希望者等へ
優良園の継承が図られ
ます。

平成３０年度　１名（１）
令和元年度　２名（１）
令和２年度　３名（１）
令和３年度　４名（１）

平成３０年度　０名（０）
令和元年度　２名（２）

中間管理していた果樹優良
園3圃場のうち2圃場に、新た
な担い手2名が決まり継承す
ることが出来た。残り1圃場の
入植者を募集等により確保し
たい。

優良果樹園の新規就農者等を
４名にする。

産業観光課

米のブランド化 八頭町産の米のブランド化に向けた
調査研究や販路開拓などに取り組
み、米のブランド化を図ります。

担い手育成と農地維持
が図られる。

平成３０年度　４．４ha（０．６）
令和元年度　５．５ha（１．１）
令和２年度　６．５ha（１．０）
令和３年度　７．５ha（１．０）

平成３０年度　４．４ha（０．６）
令和元年度　７．０ha（２．６）

ブランド米に取り組む生産者
が1経営体増え、栽培面積が
大幅に増加した。販路開拓
による有利販売を展開した
い。

ブランド米栽培面積を７．５haと
する。

産業観光課

有害鳥獣侵入防止柵
設置推進

中山間地の農地を有害鳥獣から守る
ため、侵入防止柵の設置を推進しま
す。特に、集落ぐるみの取組みを推
進します。

有害鳥獣による農作物
被害の軽減が図られま
す。

平成３０年度　３２６．６km(５)
令和元年度　３３１．６km(５)
令和２年度　３３６．６km(５)
令和３年度　３４１．６km(５)

平成３０年度末　３２８．５km（６．９）
令和元年度末　３４８．５km（２０．０）

１６組織が防止柵設置の取り
組みを実施し、農作物等の
被害防止の軽減を図ってい
る。

侵入防止柵整備総延長を３４１．
６ｋmにする。

産業観光課

有害鳥獣捕獲用
箱わなの導入

農作物に被害を与える有害鳥獣を捕
獲する捕獲用箱わなの導入を推進し
ます。

有害鳥獣による農作物
被害の軽減が図られま
す。

平成３０年度　２３５基（２０）
令和元年度　２５５基（２０）
令和２年度　２７５基（２０）
令和３年度　２９５基（２０）

平成３０年度末　２４２基（２７）
令和元年度末　２６５基（２３）

箱わなを１７組織に貸与、農
作物等の被害防止の軽減を
図っている。

捕獲用箱わなの整備総数を２９
５基にする。

産業観光課

新

新
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☆明日の豊かさを創る  (農林業・商工業・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆有害鳥獣被害を防止し、農業経営の法人化、規模拡大、担い手確保に向けた支援の充実と、農産物のブランド化、6次産業化により付加価値を高め、JA等関係機関と連携して、農業振興
を図ります。

◆豊かな森林資源を有効に活用し、森林組合等関係機関と連携を図り、雇用の創出と森林保全に取り組みます。

◆地域資源を活かし、自然、歴史、食などを融合させた、交流人口の拡大と観光振興を図り、賑わいのまちづくりを創出します。

◆商工会等関係機関と連携し、町内事業者の育成、起業の支援、企業誘致による商工業を推進します。

農業の振興 有害鳥獣捕獲者数の
確保

有害鳥獣の個体数を減らすため、新
規狩猟免許取得者に対し取得経費を
補助することにより、有害鳥獣捕獲者
の確保に努めます。

有害鳥獣による農作物
被害の軽減が図られま
す。

平成３０年度　１１６人（１０）
令和元年度　１２６人（１０）
令和２年度　１３６人（１０）
令和３年度　１４６人（１０）

平成３０年度末　９６人（△１０）
令和元年度末　１００人（４）

昨年度に比べ狩猟免許取得
者は増加したが、目標に達し
なかった。取得者が減少して
いるので、引き続き、育成・確
保に努める。

狩猟免許取得者数を１４６人に
する。

産業観光課

林業の振興 作業道の整備 山林の手入れ促進を図るため、
作業道整備を推進します。

間伐材の搬出と山林整
備が図られます。

平成３０年度　１１４．１km(２０)
令和元年度　１３４．１km(２０)
令和２年度　１５４．１km(２０)
令和３年度　１７４．１km(２０)

平成３０年度　104.9km(10.8)
令和元年度　125.0km(20.1)

作業道整備が実施され、年
次目標に達した。次年度以
降も継続して行う。

作業道の整備総延長を１７４．１
ｋmにする。

産業観光課

森林バンクの取り組み 森林経営管理制度（森林バンク）の取
り組みを推進します。

適正な森林整備が図ら
れます。

平成３０年度　　　０ha
令和元年度　１６９ha（１６９）
令和２年度　３３８ha（１６９）
令和３年度  ５０７ha（１６９）

平成３０年度　　0ha
令和元年度　68ha(68)

明辺地区をモデル地域とし
て意向調査を行った。
森林組合と協議を行い、今
後の意向調査実施計画につ
いて決定。

経営管理権設定意向調査を５０
７ha実施する。

産業観光課

林業産業成長化への
取り組み

千代川流域林業成長産業化推進協
議会（東部１市４町、国モデル事業枠
による優先採択）の取り組みにより、
素材生産量の増加を図ります。

林業の成長産業化が促
進されます。

平成３０年度　19,600m3（5,168）
令和元年度　24,800m3（5,200）
令和２年度　30,000m3（5,200）
令和３年度　35,200m3（5,200）

平成３０年度　　20,800㎥
令和元年度　　18,476㎥

県東部1市4町及び林業事業
体による千代川流域林業成
長産業化推進協議会におい
て川上、川下で連携して林
業成長産業化への取り組み
を継続的に行っている。
搬出間伐ついて計画的に促
進していく。

素材生産量を３５,０００m3にす
る。

産業観光課

新

新
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☆明日の豊かさを創る  (農林業・商工業・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆有害鳥獣被害を防止し、農業経営の法人化、規模拡大、担い手確保に向けた支援の充実と、農産物のブランド化、6次産業化により付加価値を高め、JA等関係機関と連携して、農業振興
を図ります。

◆豊かな森林資源を有効に活用し、森林組合等関係機関と連携を図り、雇用の創出と森林保全に取り組みます。

◆地域資源を活かし、自然、歴史、食などを融合させた、交流人口の拡大と観光振興を図り、賑わいのまちづくりを創出します。

◆商工会等関係機関と連携し、町内事業者の育成、起業の支援、企業誘致による商工業を推進します。

商工業の活
性化

起業活動支援 起業活動を支援します。 新たな雇用が創出され
ます。

平成３０年度　４件
令和元年度　４件
令和２年度　４件
令和３年度　４件

平成３０年度　８件
令和元年度　９件

全９社の町内での起業支援
を実施

新規起業件数を４件／年にす
る。

産業観光課

企業誘致 企業誘致を推進します。 新たな雇用が創出され
ます。

平成３０年度　１件（１）
令和元年度　２件（１）
令和２年度　３件（１）
令和３年度　４件（１）

平成３０年度　２件
令和元年度　０件

県、八頭町関西事務所等の
関係団体と連携し、企業誘
致活動を実施。地道な活動、
人脈作りが必要。

企業誘致数を１件／年にする。 産業観光課
関西事務所

企業誘致（公共施設の
有効活用）

遊休公共施設に企業誘致を推進しま
す。

新たな雇用が創出さ
れ、遊休施設の有効利
用が図られる。

平成３０年度　１件（１）
令和元年度　２件（１）
令和２年度　３件（１）
令和３年度　４件（１）

平成３０年度　１件
令和元年度　１件

令和元年７月、旧大江小学
校施設を改修し、「OOE
VALLEY　STAY」がオープン
し。
１１月に旧船岡中学校を活用
し北岡本店鳥取工場が創業
開始。

遊休公共施設に１件／年企業
誘致する。

産業観光課
関西事務所

特産品の販路拡大 特産品等の販路拡大に努めます。 所得の向上と知名度
アップが図られます。

関西圏を中心に営業及びイベント等に
参加
平成３０年度　１０件
令和元年度　１２件
令和２年度　１４件
令和３年度　１６件

平成３０年度　１０件
令和元年度　　８件

箕面市の箕面郵便局で、鳥
取県関西本部と県東部１市４
町とで2階物販を開催。また、
大阪市住吉区や神戸市長田
区等のイベントにブースを出
展。継続取引への発展が課
題。

八頭町ブランド米「神兎」等、八
頭町特産品の県外取扱い店舗
を３社以上に増やす。

産業観光課
関西事務所

6次産業化の推進 個別農家を支援し、生産から加工・販
売を推進します。

所得の向上が図られま
す。

平成３０年度　３９％（△１．０）
令和元年度　３８％（△１．０）
令和２年度　３７％（△１．０）
令和３年度　３６％（△１．０）

平成３０年度末　４０％（０）
令和元年度末　４０％（０）

特産品を活用しての６次産
業化への取組の相談有。
個人での取組においては資
金、販路等が課題である。

農産物販売額が５０万円未満の
農家を３６％にする。

産業観光課

農泊事業の推進 農泊事業を推進します。 雇用の確保、誘客、交
流の機会創出が図られ
ます。

平成３０年度　１件（１）
令和元年度　２件（１）
令和２年度　３件（１）
令和３年度　４件（１）

平成３０年度　０件
令和元年度 　０件

農泊事業を実施している団
体から相談があり、対応。引
き続き、啓発及び取組支援
が必要。

農泊実施農家数を４件にする。 産業観光課

新

－10－ 2.明日の豊かさ



－11－

☆明日の豊かさを創る  (農林業・商工業・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆有害鳥獣被害を防止し、農業経営の法人化、規模拡大、担い手確保に向けた支援の充実と、農産物のブランド化、6次産業化により付加価値を高め、JA等関係機関と連携して、農業振興
を図ります。

◆豊かな森林資源を有効に活用し、森林組合等関係機関と連携を図り、雇用の創出と森林保全に取り組みます。

◆地域資源を活かし、自然、歴史、食などを融合させた、交流人口の拡大と観光振興を図り、賑わいのまちづくりを創出します。

◆商工会等関係機関と連携し、町内事業者の育成、起業の支援、企業誘致による商工業を推進します。

交流人口の
拡大

地域おこし協力隊によ
る地域活性化事業

平成25年現在4人の地域おこし協力
隊を2人増員し、地域おこしを図りま
す。
（H24年度～2人でスタート）

地域おこし、村おこしな
ど、地場の元気を取り戻
し、若者の流入が促進
されます。

平成３０年度　５人（１）
令和元年度　６人（１）
令和２年度　７人（１）
令和３年度　８人（１）

平成３０年度　２人
令和元年　　　1人

「道の駅はっとう」を活動拠点
に、地元特産品のPRや販路
拡大、イベント等を開催し、
地域の活性化を図った。地
域課題を整理し、新たな隊
員の募集を募ることが課題。

地域おこし協力隊員数を８名に
する。

産業観光課

国内交流の推進 大阪市住吉区・神戸市長田区・武蔵
野市との交流を推進します。

地域間交流による地域
振興が図られます。

平成３０年度　３地域
令和元年度　２地域
令和２年度　３地域
令和３年度　２地域

平成３０年度　３地域
令和元年度　 ２地域

大阪市住吉区・神戸市長田
町との交流を推進した。今後
も交流を推進する。

国内交流を３地域と行う。 企画課

国際交流の推進 交流協定を締結している韓国横城郡
と様々な分野での交流を促進します。

国際交流による人材育
成と異文化交流により、
地域活性化が図られま
す。

平成３０年度　５事業
令和元年度　５事業
令和２年度　５事業
令和３年度　５事業

平成３０年度　２事業
令和元年度　２事業

子ども交流、全国韓牛祭町
長団訪問の事業を実施し
た。今後もより活発な交流推
進を図っていく。

国際交流事業を５事業／年行
う。

企画課
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☆明日の豊かさを創る  (農林業・商工業・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆有害鳥獣被害を防止し、農業経営の法人化、規模拡大、担い手確保に向けた支援の充実と、農産物のブランド化、6次産業化により付加価値を高め、JA等関係機関と連携して、農業振興
を図ります。

◆豊かな森林資源を有効に活用し、森林組合等関係機関と連携を図り、雇用の創出と森林保全に取り組みます。

◆地域資源を活かし、自然、歴史、食などを融合させた、交流人口の拡大と観光振興を図り、賑わいのまちづくりを創出します。

◆商工会等関係機関と連携し、町内事業者の育成、起業の支援、企業誘致による商工業を推進します。

観光振興 ぷらっとぴあやずの運営 郡家駅コミュニティ施設等を活用し誘
客を図ります。

町内外からのお客様へ
観光情報の提供や、イ
ベントなどで誘客が図ら
れます。

イベント等の回数
平成３０年度　３０回
平成３１年度　３５回
平成３２年度　４０回
平成３３年度　４０回

平成３０年度　２６回
令和元年度　２８回

ぷらっとフェスタや観光協会
会員主催イベント等を行い、
誘客や活性化を図っている。

イベントを４０回／年開催し、年
間利用者数を９０，０００人／年
にする。

産業観光課

ミニＳＬ博物館の運営 ミニＳＬ博物館を活用し誘客を図りま
す。

ミニＳＬを通じて町内外
に「鉄道のまち八頭町」
としてＰＲでき、町内へ
の誘客も図られます。

平成３０年度　２０，０００人
令和元年度　２１，７００人（１，７００）
令和２年度　２３，４００人（１，７００）
令和３年度　２５，０００人（１，６００）

平成３０年度　１２，０００人
令和元年度　１２，５４９人

「ミニＳＬ機関士養成講座・ち
びっこ機関士養成講座」等を
開催し、小学生から大人ま
で、リピーターや新たな顧客
層の創出を図っている。

ミニＳＬ博物館年間利用者を
２５，０００人にする。

産業観光課

若桜鉄道の観光への活用 観光列車を活用し誘客を図ります。 観光列車「昭和号」や
「八頭号」・「若桜号」を
通じて町内外に「鉄道
のまち八頭町」としてＰＲ
でき、町内への誘客も
図られます。

平成３０年度　  ６，０００人
令和元年度　  ９，０００人（３，０００）
令和２年度　１２，０００人（３，０００）
令和３年度　１２，０００人（０）

平成３０年度　7,018人
令和元年度　9,260人（2,242人）

○各種旅行社へ営業し、観
光列車「昭和号」「八頭号」を
利用したツアーを企画、催行
（年間19本輸送人員2,242
人）し、周辺観光施設や飲食
施設への誘客に寄与した。
○観光車両ツアーは年間を
通じてほとんどの土日が埋
まっていたが、猛暑日や台風
による相次ぐキャンセル、特
にR2.3月以降新型コロナウィ
ルス感染拡大の影響から、
すべてのツアーがキャンセル
になり、コロナ禍収束後のツ
アー客の確保が課題となっ
ている。

若桜鉄道観光列車「昭和」と「八
頭号」のツアー催行人数を年間
１２，０００人にする。

企画課

公園施設の運営 町内公園施設を活用し誘客を図りま
す。

姫路公園、船岡竹林公
園、八東ふる里の森を
通じて、町内外に自然
豊かな町としてＰＲでき、
町内への誘客も図られ
ます。

平成３０年度　７２，０００人（１，６２８）
令和元年度　７５，０００人（３，０００）
令和２年度　７８，０００人（３，０００）
令和３年度　８０，０００人（２，０００）

平成３０年度 85,270人
令和元年度　81,456人

R１年度利用者数
姫路公園…10,027人
船岡竹林公園…47,952人
八東ふる里の森…23,477人
施設の老朽化による、修繕
の増が課題である。

町内公園施設の年間利用者数
を８０，０００人にする。

産業観光課

新

新

新

新

－12－ 2.明日の豊かさ



－13－

☆明日の豊かさを創る  (農林業・商工業・観光)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆有害鳥獣被害を防止し、農業経営の法人化、規模拡大、担い手確保に向けた支援の充実と、農産物のブランド化、6次産業化により付加価値を高め、JA等関係機関と連携して、農業振興
を図ります。

◆豊かな森林資源を有効に活用し、森林組合等関係機関と連携を図り、雇用の創出と森林保全に取り組みます。

◆地域資源を活かし、自然、歴史、食などを融合させた、交流人口の拡大と観光振興を図り、賑わいのまちづくりを創出します。

◆商工会等関係機関と連携し、町内事業者の育成、起業の支援、企業誘致による商工業を推進します。

観光振興 観光協会の法人化 民間活力の導入を図ります。 地域活力の再生が図ら
れます。

平成３０年度　準備
令和元年度　準備
令和２年度　準備
令和３年度　法人化

平成３０年度　準備
令和元年度　準備

法人化に向けての検討・準
備を引き続き行っていく。

八頭町観光協会を法人化する。 産業観光課

2.明日の豊かさ



☆明日の輝きを創る  (教育・文化・スポーツ)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

教育環境の
整備

ＩＣＴ教育の導入・促進 電子黒板やタブレットＰＣの導入などＩ
ＣＴ教育の環境整備を行います。
（381：小学校コンピューター経費）
（393：中学校コンピューター経費）

ICT整備により児童生徒
に新しい時代に必要な
資質・能力を育てること
ができる。

平成３０年度　整備計画作成
令和元年度　ﾀﾌﾞﾚｯﾄPC導入
令和２年度　ﾀﾌﾞﾚｯﾄPC導入
令和３年度　ﾀﾌﾞﾚｯﾄPC導入

平成３０年度
タブレットＰＣ　船岡小学校15台、
八東小学校20台導入。
令和元年度
ノートパソコン小学校30台、中学
校30台導入,Iｐａｄ小学校16台、中
学校29台導入

国のGIGAスクール構想（高
速大量通信、1台/人機器導
入）があり、全児童生徒への
ICT機器導入が可能となる。
機器の更新、今後のメンテナ
ンス、家庭におけるネット環
境など課題は多い。

大型ディスプレイ及びタブレット
ＰＣを導入する。

教育委員会

家庭学習の支援 ひとり親家庭の子どもを対象とした学
習指導を行います。
（972：ひとり親家庭学習支援事業）

基本的な生活習慣の習
得支援、学習支援や食
事の提供等を行い、ひと
り親家庭の子どもの生活
の向上を図ります。

平成３０年度　１，４００人（２００）
令和元年度　１，６００人（２００）
令和２年度　１，８００人（２００）
令和３年度　２，０００人（２００）

平成３０年度 1,705人（延べ人数）
令和元年度 2,653人（948）

学習環境の整備により、参加
児童の学習習慣が身につ
き、参加回数の増加に繋がっ
た。支援員の確保が課題と
なっている。

ひとり親の児童、生徒学習指導
年間延べ人数を２，０００人にす
る。

福祉課

教育に係る経済的負担
の軽減

新入生を対象とした入学祝い金の支
給を行います。
（383：小学校教育振興費）
（394：中学校教育振興費）

入学児童生徒の保護者
の入学に係る負担軽減
が図られます。

平成３０年度　全対象者支給
令和元年度　全対象者支給
令和２年度　全対象者支給
令和３年度　全対象者支給

平成３０年度
小学生135名、中学生152名に支
給
令和元年度
小学生138名、中学生142名に支
給

小学校の入学お祝い金につ
いては保護者が利用しやす
いよう現金支給。今後、保護
者が利用しやすい商品を扱う
地元業者の、ポイントカード
会への参入をお願いし、地域
振興に貢献できるよう対応す
る。

新入学児童生徒全員に入学祝
い金を支給する。

教育委員会

小中学校エアコン整備 小中学校の普通教室・特別教室にエ
アコンを設置します。

夏季の学習環境を整備
することにより、児童生
徒の学習効率を向上す
ることが図られる。

平成30年度　整備設計
令和元年度　整備完了
　　　　　　　　(全小中学校)

平成３０年度　整備設計完了
令和元年度　エアコン整備完了

全国的な需要に伴い、予定
より材料調達時間を要した
が、計画どおりエアコンの設
置を行った。

小中学校の普通教室・特別教
室へのエアコン設置を完了す
る。

教育委員会

郡家西小学校大規模
改修

郡家西小学校が老朽化しているた
め、大規模改修を行います。

児童の学習効率を向上
することが図られる。

平成３０年度　　－
令和元年度  実施計画協議・作成
令和２年度  実施設計
令和３年度  改修工事

平成３０年度　実績なし
令和元年度　　実績なし

今後の町内小学校のあり方
を考え、40年後までの想定は
不要であると判断し、20～25
年程度改修不要な設計を考
えていく。（大規模改修）

郡家西小学校の大規模改修工
事に着工する。

教育委員会

郡家東小学校大規模
改修

郡家東小学校が老朽化しているた
め、大規模改修を行います。

児童の学習効率を向上
することが図られる。

平成３０年度　　－
令和元年度  　－
令和２年度  　－
令和３年度  実施計画協議・作成

平成３０年度　実績なし
令和元年度　　実績なし

今後の町内小学校のあり方
を考え、40年後までの想定は
不要であると判断し、西小学
校と同様20～25年程度改修
不要な設計を考えていく。
（大規模改修）

実施計画を作成する。 教育委員会

◆子どもたちが安心して学べる教育環境を整え、ICTの活用をはじめとした教育の充実を図り、まちの未来を担う人材の育成に努めます。

◆社会教育を充実し、地域と一体になって、人づくり、絆づくり、地域づくりを進めることにより、心豊かに暮らせるまちづくりを推進します。

◆社会体育施設の環境整備を進め、子どもから高齢者まで、誰もがスポーツに親しみ、健康に過ごせるまちづくりを進めます。

◆町内に息づく伝統文化の継承を支援し、文化財の保存と活用に努め、地域の宝ともいえる大切な資源を守っていきます。

新

新

新

新

新

新

－14－ 3.明日の輝き



－15－

☆明日の輝きを創る  (教育・文化・スポーツ)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子どもたちが安心して学べる教育環境を整え、ICTの活用をはじめとした教育の充実を図り、まちの未来を担う人材の育成に努めます。

◆社会教育を充実し、地域と一体になって、人づくり、絆づくり、地域づくりを進めることにより、心豊かに暮らせるまちづくりを推進します。

◆社会体育施設の環境整備を進め、子どもから高齢者まで、誰もがスポーツに親しみ、健康に過ごせるまちづくりを進めます。

◆町内に息づく伝統文化の継承を支援し、文化財の保存と活用に努め、地域の宝ともいえる大切な資源を守っていきます。

社会教育の
充実

魅力ある町づくり事業
の推進

魅力ある町づくり事業助成を実施しま
す。

魅力ある地域づくり団体
が育成されます。

平成３０年度　５団体
令和元年度　５団体
令和２年度　５団体
令和３年度　５団体

平成３０年度　７団体
令和元年度　４団体

事業助成を実施し、地域づく
りに貢献した。今後も事業を
推進する。

助成団体数を５団体／年とす
る。

企画課

図書館の利用促進 「いつでも、どこでも、だれでも」利用
できる図書館として、多くの方に利用
していただき、おはなし会などの事業
を積極的に実施し、利用者数の増加
を図ります。

多くの人が、図書館を利
用しやすい、環境整備
が図られます。

平成３０年度　22,800人(250)
令和元年度　23,100人(300)
令和２年度　23,400人(300)
令和３年度　23,700人(300)

平成３０年度　21,870人
令和元年度 　22,484人

本の貸出に繋がる各種イベ
ントを開催するなど利用促進
に努める。

年間利用者数を２３，７００人に
する。

図書館

3.明日の輝き



☆明日の輝きを創る  (教育・文化・スポーツ)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子どもたちが安心して学べる教育環境を整え、ICTの活用をはじめとした教育の充実を図り、まちの未来を担う人材の育成に努めます。

◆社会教育を充実し、地域と一体になって、人づくり、絆づくり、地域づくりを進めることにより、心豊かに暮らせるまちづくりを推進します。

◆社会体育施設の環境整備を進め、子どもから高齢者まで、誰もがスポーツに親しみ、健康に過ごせるまちづくりを進めます。

◆町内に息づく伝統文化の継承を支援し、文化財の保存と活用に努め、地域の宝ともいえる大切な資源を守っていきます。

文化の振興 町民文化祭の開催 平成２４年に文化協会を設立してお
り、役員、各専門部長を中心に芸術・
文化の普及振興を図ります。

心の豊かさの向上が図
られます。豊かな感性が
育まれます。

公民館祭・芸能発表を実施しなが
ら、町民文化祭の開催に向け、各地
域の公民館グループ・文化協会と連
携、協議。

平成３０年度は、３地域で公民館
祭、芸能発表会を開催。
令和元年度も3地域で公民館祭、
芸能発表会を開催。

３地域で、１０月２６日～２７日
に公民館祭、芸能発表会を
開催。
参加者は、１，２１６人
公民館グループ・文化協会と
の意見を聞きながら進めて行
く。

３地域で公民館祭を実施する。
公民館グループ・文化協会との
意見を聞くなど、連携しながら推
進する。

公民館

公民館事業の充実 中央公民館・地区公民館の充実によ
り様々な年代が関われる事業を開催
し、地域課題に応じた学習・講座を実
施します。

生涯学習を通じて、心
豊かな生活、生きがい
づくりが育まれます。

平成３０年度　３，４００名
令和元年度　３，５００名
令和２年度　３，６００名
令和３年度　３，７００名

平成30年度八頭町高齢者大学、
公民館祭、ものづくり教室、体質
改善教室、パソコン教室等を開催
した。
年間参加者数：３，３１４人
令和元年度八頭町高齢者大学、
公民館祭、体質改善教室、ふれ
あいポニー教室、各種子ども教室
等を開催した。
年間参加者数：３，４３８人

高齢者大学、公民館祭、体
質改善教室、ふれあいポ
ニー教室、各種子ども教室等
を開催。
年間参加者数：３，４３８人
新型コロナウイルス感染症の
感染拡大防止の観点から２
講座を中止することとした。
今後は、事業実施にあたり施
設使用基準を踏まえ、計画
する必要がある。

各種学習会・講座年間利用者
数を３，７００人にする。

公民館

文化財の掘り起こし 町指定文化財の掘り起こしを行いま
す。

地域文化の再発見と文
化の振興が図られます。

町指定文化財
平成２９年度末現在５６件。
指定文化財の掘り起こしを行い、随
時登録を行う。

平成３０年度末現在５６件。
令和元年度末現在５６件。

令和元年度新規指定審議
中。

指定文化財の積極的な掘り起こ
し、登録に努める。

教育委員会

郷土芸能の維持・復活 地域の郷土芸能の復活や維持を支
援します。

地域文化の再発見と文
化の振興が図られます。

地域に伝わる伝統芸能や、郷土芸
能などを掘り起こし、復活、また維持
のための支援を行う。

平成３０年度　なし
令和元年度　「因幡・但馬の麒麟
獅子舞」が重要無形民俗文化財
に指定された。（八頭町８団体）

無形民俗文化財「因幡の麒
麟獅子舞」連合保存会への
加入促進を行った。（令和元
年度１件増）
今後も郷土芸能の復活等に
努める。

地域に伝わる伝統芸能や郷土
芸能などの復活または維持のた
めの支援を継続的に行う。

教育委員会

－16－ 3.明日の輝き
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☆明日の輝きを創る  (教育・文化・スポーツ)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子どもたちが安心して学べる教育環境を整え、ICTの活用をはじめとした教育の充実を図り、まちの未来を担う人材の育成に努めます。

◆社会教育を充実し、地域と一体になって、人づくり、絆づくり、地域づくりを進めることにより、心豊かに暮らせるまちづくりを推進します。

◆社会体育施設の環境整備を進め、子どもから高齢者まで、誰もがスポーツに親しみ、健康に過ごせるまちづくりを進めます。

◆町内に息づく伝統文化の継承を支援し、文化財の保存と活用に努め、地域の宝ともいえる大切な資源を守っていきます。

文化の振興 文化作品等の展示 町を代表する芸術家の作品を 定期
的に展示します。

地域文化の再発見と文
化の振興が図られます。

平成３０年度　１回
令和元年度　２回
令和２年度　２回
令和３年度　３回

平成３０年度　１回
令和元年度　１回

八頭町名誉町民であり、国際
的版画家として活躍された橋
本興家画伯版画展示会を開
催。また、八頭町名誉町民で
ある本田實氏に関係のある
品物等の収集を行っている。

町を代表する芸術家の作品を３
回／年展示する。

教育委員会

新

3.明日の輝き



☆明日の輝きを創る  (教育・文化・スポーツ)

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆子どもたちが安心して学べる教育環境を整え、ICTの活用をはじめとした教育の充実を図り、まちの未来を担う人材の育成に努めます。

◆社会教育を充実し、地域と一体になって、人づくり、絆づくり、地域づくりを進めることにより、心豊かに暮らせるまちづくりを推進します。

◆社会体育施設の環境整備を進め、子どもから高齢者まで、誰もがスポーツに親しみ、健康に過ごせるまちづくりを進めます。

◆町内に息づく伝統文化の継承を支援し、文化財の保存と活用に努め、地域の宝ともいえる大切な資源を守っていきます。

スポーツの
振興

オリンピックキャンプ地
の誘致

東京オリンピックにおいて、ホッケー
競技キャンプ地の誘致に努めます。

町民のホッケー競技へ
の関心が高まるととも
に、スポーツをする少年
少女の意欲と競技力の
向上につながります。

平成30年度　環境整備
令和元年度　環境整備
令和2年度　キャンプ地誘致
令和3年度　全国大会誘致
                    に向け協議

平成30年度　ホッケー場整備のた
め測量設計業務を行った。また、
鳥取県、鳥取県ホッケー協会と連
携を取りながらオリンピック事前
キャンプ誘致国の第1候補である
ニュージーランド等と誘致に向け
交渉を行った。
令和元年度　前年と同様に、鳥取
県、鳥取県ホッケー協会と連携を
取りながら継続的に協議を行っ
た。

鳥取県、鳥取県ホッケー協会
と連携を取りながら諸外国関
係者と協議を行うなど誘致に
向けた取り組みを推進。

ホッケー場の整備を行いオリン
ピックに出場する外国チームの
事前キャンプを誘致するととも
に、小中学生の育成を強化す
る。

教育委員会

グランドゴルフ施設の
充実

八東川水辺プラザの施設の充実化等
を行います。

グラウンドゴルフにより子
供から高齢者まで幅広く
交流を深め、健康増進
を図ることができる。

平成３０年度　計画策定
令和元年度　測量設計・工事
令和２年度　工事・完成

平成３０年度　調査・検討
令和元年度　 休憩棟新築、トイレ
棟改築完了

令和元年度　 休憩棟新築、
トイレ棟改築完了

八東川水辺プラザグランドゴル
フ場の整備を完了する。

建設課

私都グラウンドゴルフ場
整備

旧中私都小学校グラウンドを芝生化し
グラウンドゴルフ場を整備し、スポーツ
施設としての活用を図るとともに、高
齢者の利用による健康増進を図る。

跡地の有効活用及び地
域住民の交流拡大が図
られます。

平成３０年度　既存施設解体
令和元年度　整備
令和２年度　活用
令和３年度　活用

平成３０年度　既存施設解体
令和元年度　芝生整備

スポーツ振興センターの助成
金を活用し芝生化を行う。今
後の維持管理を、地元の協
力のもと実施予定。

私都グラウンドゴルフ場の整備
を完了し、活用開始する。

総務課
教育委員会

新

新
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☆明日の安心を創る（防災・防犯・交通・環境）

◆豊かな自然環境を守り、ごみの減量化や自然エネルギーの活用など、自然と共生した循環型社会を推進します。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

防災体制の
充実

防災訓練の実施及び災害時要援護
者の避難支援等の充実を図ります。

初動訓練の実施により、
被害を最小限にくい止
めるとともに、地域住民
の防災意識の高揚が図
られます。

平成３０年度　１００%
令和元年度　１００%
令和２年度　１００%
令和３年度　１００%

平成３０年度　98.5%
令和元年度　97.7％

行政区における訓練実施
は、要支援者・要配慮者の安
否確認、避難誘導及び相談
窓口設置などを行った。ま
た、地震に対する訓練だけで
はなく、大雨を想定した訓練
も実施した。実施率は目標数
値に近く、住民の意識の高揚
と、技術の普及が図られた。
今後は各集落で防災学習会
を開催し、防災知識を高め
る。

行政区における、防災訓練実施
率を１００％にする。

防災室

消防用具と防災備品の購入の補助を
行います。

地域防災設備の充実が
図られます。

平成３０年度　６０件
令和元年度　６０件
令和２年度　６０件
令和３年度　６０件

平成３０年度　６０件
令和元年度　５５件

各集落へ消防用具等の補助
を行い、地位防災力の強化
に取り組んだ。

消防用具等整備補助を６０件／
年行う。

防災室

防災マップ・地震ハ
ザードマップの更新

防災マップ・地震ハザードマップを見
直し、作成します。

災害時に住民を安全か
つ迅速に避難させる体
制の整備が図られま
す。

平成３０年度　更新・配布
令和元年度　訓練実施・検討
令和２年度　訓練実施・検討
令和３年度　訓練実施・検討

平成３０年度　更新・配布
令和元年度　訓練実施・検討

防災マップを利用して危険箇
所などを把握し、防災訓練を
実施。

ハザードマップを活用した避難
訓練を実施する。

防災室

支え愛マップの作成 支え愛マップを作成します。
対象は集落ごと（１２８集落）

地域コミュニティの強化
と高齢者の地域生活の
充実が図られます。

平成３０年度　２４集落(２)
令和元年度  ２６集落(２)
令和２年度　２８集落(２)
令和３年度　３０集落(２)

平成３０年度　２４集落(２)
令和元年度　２６集落(３)

池田、万代寺、三山口集落で
支え愛マップを作成し、日頃
の見守り活動及び災害時の
避難等の集落での体制強化
を図っている。

支え愛マップ作成済み集落を
３０集落にする。

保健課
福祉事務所
H28～
福祉課H29
～
防災室Ｈ30
～

◆災害に強い環境性整備を進め、防災体制の充実と地域防災意識の高揚を図り、地域で担う防災活動を支援します。

◆交通安全、防犯施設の整備を進め、警察等関係機関と連携し、交通事故や犯罪防止の対策を推進します。

◆公共交通を維持し、日常生活において、利便性を享受できる交通体系、道路整備を促進します。

防災体制の整備

新

4.明日の安心



☆明日の安心を創る（防災・防犯・交通・環境）

◆豊かな自然環境を守り、ごみの減量化や自然エネルギーの活用など、自然と共生した循環型社会を推進します。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆災害に強い環境性整備を進め、防災体制の充実と地域防災意識の高揚を図り、地域で担う防災活動を支援します。

◆交通安全、防犯施設の整備を進め、警察等関係機関と連携し、交通事故や犯罪防止の対策を推進します。

◆公共交通を維持し、日常生活において、利便性を享受できる交通体系、道路整備を促進します。

防災体制の
充実

郡家地区雨水排水対
策

竹ノ下排水区雨水バイパス管路整備
事業

雨水排水バイパス管路
整備により住宅密集地
での浸水被害を解消す
る。

平成３０年度：認可手続き
令和元年度：用地買収・基本設
計・詳細設計着手
令和２年度：詳細設計・工事着手
令和３年度：工事施工

平成３０年度：認可取得
令和元年度：用地買収、地質調
査、基本設計を実施し、詳細設
計に着手した。

用地買収・地質調査・基本設
計を実施し、詳細設計に着
手。

バイパス管路整備事業の令和４
年度完了を目指した工事の実
施

上下水道課

上下水道課老朽化が著しく維持管理が
困難な箇所を優先し、水道管
更新を行うことで有収率の向
上を図る。施設統合について
は詳細測量・実施設計を完
了し、令和２年度に工事着手
する。また、処理施設の安定
した稼働を確保するため汚泥
処理施設関連の設備更新を
実施し、長寿命化対策を継
続実施するためのストックマ
ネジメント計画策定業務に着
手。

水道老朽管更新、処
理施設統合

平成３０年度：水道管路４３５ｍ
（上野）、丹比系水源整備（送水
管５２８ｍ：繰越）、郡家浄化セン
ター（汚泥処理施設電気設備・機
械設備更新）、施設統合（日下
部・安部中央処理区統合事業計
画書策定　１式）
令和元年度：船岡地内配水管更
新76.7ｍ、船岡国中配水連絡管
接続446.5ｍ、郡家浄化センター
（濃縮汚泥ポンプ更新）、丹比中
央浄化センター（計装設備更
新）、公共下水道ストックマネジメ
ント計画策定業務委託、集落排
水施設統合実施設計（日下部・
安部中央）

安定供給・処理での防
災体制強化及び、耐震
化並びに水道有収率の
向上が図られます。

水道管耐震化率１７．３％を
１８．５％へ向上、有収率を現在
の７９．４％を８６．０％にする。

施設長寿命化・更新計画の作成での
水道老朽管更新、処理施設統合を進
めます。

平成３０年度：集排施設統合計
画作成（日下部・安部中央）水道
管路３００ｍ
令和元年度：集排施設統合
実施設計（日下部・安部中央）水
道管路３００ｍ
令和２年度：集排施設統合
工事実施（日下部・安部中央）水
道管路３００ｍ
令和３年度：水道管路３００ｍ

－20－ 4.明日の安心
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☆明日の安心を創る（防災・防犯・交通・環境）

◆豊かな自然環境を守り、ごみの減量化や自然エネルギーの活用など、自然と共生した循環型社会を推進します。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆災害に強い環境性整備を進め、防災体制の充実と地域防災意識の高揚を図り、地域で担う防災活動を支援します。

◆交通安全、防犯施設の整備を進め、警察等関係機関と連携し、交通事故や犯罪防止の対策を推進します。

◆公共交通を維持し、日常生活において、利便性を享受できる交通体系、道路整備を促進します。

交通安全・
防犯施設の
整備

カーブミラーの設置修
繕

カーブミラーの新設及び修繕を推進
します。

見通しの悪い交差点等
での交通事故の軽減が
図られます。

平成３０年度　１５基
令和元年度　１５基
令和２年度　１５基
令和３年度　１５基

平成３０年度　２基
令和元年度 　１基

町によるカーブミラーの設
置、及び集落のカーブミラー
設置に対する補助を行い、交
通事故の軽減を図っている。

カーブミラーの新設及び修繕を
１５基／年行う。

防災室

防犯灯の設置修繕 防犯灯の新設を推進します。 防犯及び交通の安全が
図られます。

平成３０年度　１５基
令和元年度　１５基
令和２年度　１５基
令和３年度　１５基

平成３０年度　２０基
令和元年度 　　６基

町による防犯灯の設置、及び
集落の防犯灯設置に対する
補助を行い、防犯及び交通
の安全を図っている。

防犯灯の新設を１５基／年行
う。

防災室

新

新

4.明日の安心



☆明日の安心を創る（防災・防犯・交通・環境）

◆豊かな自然環境を守り、ごみの減量化や自然エネルギーの活用など、自然と共生した循環型社会を推進します。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆災害に強い環境性整備を進め、防災体制の充実と地域防災意識の高揚を図り、地域で担う防災活動を支援します。

◆交通安全、防犯施設の整備を進め、警察等関係機関と連携し、交通事故や犯罪防止の対策を推進します。

◆公共交通を維持し、日常生活において、利便性を享受できる交通体系、道路整備を促進します。

公共交通の
維持

若桜鉄道の存続 若桜鉄道の乗車運動等を展開し、地
域活性化促進と若桜鉄道の黒字化に
努めます。

公共交通機関の維持と
地域活性化促進が図ら
れます。

平成３０年度　３２．７万人（０．２）
令和元年度　３３．０万人（０．３）
令和２年度　３３．３万人（０．３）
令和３年度　３３．６万人（０．３）

平成３０年度　３５，１万人
令和元年度　 ３５．４万人

○若桜鉄道の既存車両を改
装し、観光列車「昭和号」「八
頭号」「若桜号」として観光車
両化を完了。併せて、県内外
のメディアへ積極的にＰＲを
展開し、団体旅行の誘致と周
辺観光施設への誘客に寄
与。
○高校生への通学定期助成
制度を継続して実施し、通学
客の確保を図る。
○通勤、通学定期輸送人口
は減少傾向にあるが、八東駅
に「行き違い施設」を整備し、
1日10往復から1日15往復に
増便した利便性の確保。

若桜鉄道年間乗車人員を３３．
６万人にする。

企画課

町営バス路線の維持 交通弱者対策として、町営バスを運
行し、町民の移動手段を確保するとと
もに、交流人口の増加につなげま
す。

公共交通機関の維持と
地域活性化促進が図ら
れます。

町営バスの利用者
平成３０年度　37,500人(1,500)
令和元年度　39,000人(1,500)
令和２年度　40,500人(1,500)
令和３年度　42,000人(1,500)

平成３０年度　38,494人
令和元年度 　41,464人

○さんさんバスの老朽化に伴
い、新たに車両を整備し、名
称を「やずバス」に改名。新た
にインバウンド対策として、車
内アナウンスの英語放送、各
バス停の英語表記を追加。ま
た、位置情報システムも搭載
し、バスの運行状況等瞬時に
検索できるよう整備した。今
後も、利用者の利便性向上を
図っていく必要がある。

バスの年間利用者数を４２，００
０人にする。

企画課

高齢者を対象としたタ
クシー助成

タクシー利用費を助成します。 交通手段の確保と自分
で外出することで、閉じ
こもりを防止し、介護予
防が図られます。

登録者数
（死亡・転出者を除く）
平成３０年度　１，０５０人
令和元年度　１，０９０人
令和２年度　１，１３０人
令和３年度　１，１７０人

平成３０年度　1,067人
令和元年度 　1,106人

免許証返納者、障がいのある
方及び介護が必要な方に対
して、引き続き助成を行う。

実登録者数を１，１７０人とする。 企画課
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－23－

☆明日の安心を創る（防災・防犯・交通・環境）

◆豊かな自然環境を守り、ごみの減量化や自然エネルギーの活用など、自然と共生した循環型社会を推進します。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆災害に強い環境性整備を進め、防災体制の充実と地域防災意識の高揚を図り、地域で担う防災活動を支援します。

◆交通安全、防犯施設の整備を進め、警察等関係機関と連携し、交通事故や犯罪防止の対策を推進します。

◆公共交通を維持し、日常生活において、利便性を享受できる交通体系、道路整備を促進します。

公共交通の
維持

生活道整備 道路の改良整備により強い生活基盤
を確保します。

活力ある社会形成と安
全安心の生活環境の確
保が図られます。

（事業費ベース実施率）
平成３０年度　４０．５%
令和元年度　４６．７%
令和２年度　５０．８%
令和３年度　６５．４%

　平成３０年度　40.2%
　令和元年度　 46.9%

新道線、丹比縦貫線、横田１
号線等の事業着手、横田１号
線完了。
交付金の減により、進捗が伸
びない現状にある。

生活道改良（改築修繕）を推進
し、社会資本整備事業分とし
て、計６路線改良する。

建設課

生活道整備 他の補助制度に該当しない、集落内
道路の改良に対する補助を実施しま
す。

生活環境の整備が図ら
れます。

平成３０年度　２路線
令和元年度　２路線
令和２年度　　－
令和３年度　　－

平成３０年度　該当なし
令和元年度　 該当なし

集落へ事業周知しているが、
要望箇所なし。

軽自動車以上が通行可能な集
落内道路とするよう、４路線の改
修を行う。（令和２年３月３１日限
り）

建設課

橋梁整備 橋梁の改良整備により強い生活基盤
を確保します。

活力ある社会形成と安
全安心の生活環境の確
保が図られます。

（事業費ベース実施率）
平成３０年度　３４．８％
令和元年度　４８．５％
令和２年度　５５．２％
令和３年度　６３．６％

平成３０年度　29.9%
令和元年度　45.6%

国の交付金の削減により、事
業の進捗に遅れが生じてい
る。

橋梁整備（長寿命化）を推進し、
社会資本整備事業分として、計
１８橋整備する。

建設課

4.明日の安心



☆明日の安心を創る（防災・防犯・交通・環境）

◆豊かな自然環境を守り、ごみの減量化や自然エネルギーの活用など、自然と共生した循環型社会を推進します。

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆災害に強い環境性整備を進め、防災体制の充実と地域防災意識の高揚を図り、地域で担う防災活動を支援します。

◆交通安全、防犯施設の整備を進め、警察等関係機関と連携し、交通事故や犯罪防止の対策を推進します。

◆公共交通を維持し、日常生活において、利便性を享受できる交通体系、道路整備を促進します。

循環型社会
への対応

下水道加入・接続促進 下水道加入・接続促進を行い、環境
にやさしいまちづくりを推進します。

公共用水域の水質保全
及び地域の生活環境の
維持・向上が図られま
す。

平成３０年度　９３．４％
令和元年度　９３．５％
令和２年度　９３．７％
令和３年度　９３．８％

平成３０年度接続件数　44件
　　　接続率　　　　　93.03％
令和元年度接続件数　38件
　　　　　　　　　　　　 93.31％

住宅の新築・増改築に合わ
せ、下水道への接続を促進
し、環境負荷軽減に努めてい
る。また、小学生の施設見学
を実施し、適切な下水道使用
と環境意識の高揚に努めて
いる。

接続率を９３．８％にする。 上下水道課

簡易水道の加入促進 簡易水道の加入促進を行うとともに、
節水意識の高揚を図り、環境にやさし
いまちづくりを推進します。

節水意識の高揚によ
る、環境負荷の軽減が
図られます。

平成３０年度　９８．７％
令和元年度　９８．８％
令和２年度　９８．９％
令和３年度　９９．０％

平成３０年度　98.54％
令和元年度　　98.52％

小学生の施設見学を実施し、
節水意識の高揚に努めてい
る。

加入率を９９．０％にする。 上下水道課

ごみステーション設置
補助制度の推進

路上ごみステーション等の解消のた
め、ごみステーション設置に対する補
助制度を実施します。

環境を改善し、景観が
保全されます。

平成３０年度　５基
令和元年度　５基
令和２年度　５基
令和３年度　５基

平成３０年度　19基
令和元年度　12基

6集落に補助金を交付し環境
改善及び景観保全に努めて
いる。

ごみステーション設置補助を５
基／年行う。

町民課

生ゴミのリサイクルの推
進

環境教育の充実を行い、生ゴミリサイ
クル推進事業の拡大を図ります。

循環型社会の促進とご
みの減量化、二酸化炭
素の削減が図られま
す。

生ゴミリサイクル実施世帯
平成３０年度　３９．２％
令和元年度　４２．８％
令和２年度　４６．４％
令和３年度　５０．０％

平成３０年度　41.06%
令和元年度　41.03%

令和元年度の新規加入集落
は無かったが引き続き加入促
進を図る。

生ごみのリサイクルの取組世帯
を５０％にする。

町民課

可燃ゴミの減量化 古紙回収（２箇月に１回、回収）の実
施集落を増やし、可燃ごみの減量化
を図ります。

ごみの減量化、二酸化
炭素の削減が図られま
す。

古紙回収実施集落
平成３０年度　９２集落（０）
令和元年度　９２集落（０）
令和２年度　９２集落（０）
令和３年度　９２集落（０）

平成３０年度　92集落
令和元年度 　92集落

平成21年度をピークに回収
量は年々減少している。民間
の古紙回収場所の増の影響
も考えられるが、引き続き収
集し循環型社会の形成に努
める。

古紙回収実施集落を９２集落に
する。

町民課

環境パトロールの実施 環境パトロールを実施します。 不法投棄の減少が図ら
れます。

平成３０年度　月４回
令和元年度　月４回
令和２年度　月４回
令和３年度　月４回

平成３０年度　月4回
令和元年度 　月４回

2人の環境パトロール員が道
路等を月4回パトロールし不
法投棄物を回収し環境美化
を図る。

環境パトロールを４回／月実施
する。

町民課

－24－ 4.明日の安心



－25－

☆.明日のまちを共に創る（協働・参画・人権・行財政）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

情報提供 町報の充実 町報の充実を図り、情報公開に努め
ます。

平成３０年度　広報毎月発行
令和元年度　広報毎月発行
令和２年度　広報毎月発行
令和３年度　広報毎月発行

平成３０年度 広報やず毎月発行
令和元年度　広報やず毎月発行

町の情報を、幅広い世
代に分かりやすく伝える
広報誌の発行に努めて
いる。

広報やず毎月発行 企画課

CATV加入促進 情報提供の拡大(CATV加入促進)を
図ります。

平成３０年度　３７．７%
令和元年度　３９．７%
令和２年度　４１．７%
令和３年度　４３．７%

平成３０年度末　３６．１％
令和元年度末 　３７．３％

合併15年記念新規加入
キャンペーンを実施する
など、ＣＡＴＶの加入促
進を図っている。

八頭町コミュニティ番組の充実
し、ケーブルテレビの加入率を４
３．７％にする。

企画課

ホームページ・CATV
データ放送の充実

情報提供の拡大(ホームページ・
CATVデータ放送の充実)を図りま
す。

ホームページを閲覧さ
れる方々に、新しい情
報を幅広く提供し、情報
の充実が図られます。

ＨＰ発信数
平成３０年度　１８件/週
令和元年度　２０件/週
令和２年度　２２件/週
令和３年度　２４件/週

平成３０年度　１９件/週
令和元年度 　２１件/週

情報提供の拡大(ホーム
ページの充実)を図って
いる。

ＨＰ発信数を２４件/週行う。 企画課

◆情報を積極的に提供し、住民自治組織、ボランティア組織などとのつながりを深め、協働と参画による町民主役のまちづくりを推進します。

◆人権問題への啓発活動や相談体制の充実を図り、全ての町民の人権が尊重され、差別のない社会の実現を目指します。

◆安定的な行政サービスの提供と健全な財政運営とともに、公共施設の有効活用と適正な維持管理を図ります。

情報提供の充実及び情
報の共有化が図られま
す。

5.明日のまち



☆.明日のまちを共に創る（協働・参画・人権・行財政）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆情報を積極的に提供し、住民自治組織、ボランティア組織などとのつながりを深め、協働と参画による町民主役のまちづくりを推進します。

◆人権問題への啓発活動や相談体制の充実を図り、全ての町民の人権が尊重され、差別のない社会の実現を目指します。

◆安定的な行政サービスの提供と健全な財政運営とともに、公共施設の有効活用と適正な維持管理を図ります。

協働・参画 村づくり座談会の開催 村づくり座談会を開催します。 平成３０年度　希望集落
令和元年度　希望集落
令和２年度　希望集落
令和３年度　希望集落

平成３０年度　１集落、６団体
令和元年度　　実績なし

希望集落無し。
今後は更なる情報発信
に努め、対応する。

４年間、希望される集落におい
て実施する。

総務課

行政懇談会の開催 情報の共有化を図るため、行政懇談
会を開催します。

平成３０年度　１４地域
令和元年度　１４地域
令和２年度　１４地域
令和３年度　１４地域

平成３０年度 　14地域/年
令和元年度　  14地域/年

令和元年７月２３日～８
月２０日の間、町内１４会
場において、「第２次総
合計画・第２期総合戦略
の策定」、「防災関係」、
「森林経営管理制度」、
「霊きゅう車事業の在り
方」及び「国保賦課方式
の見直し」等をテーマに
意見交換を実施。参加
人数３５７人

14地域で毎年実施する。 総務課

行政と住民との協働に
よるまちづくりが推進で
きます。
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－27－

☆.明日のまちを共に創る（協働・参画・人権・行財政）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆情報を積極的に提供し、住民自治組織、ボランティア組織などとのつながりを深め、協働と参画による町民主役のまちづくりを推進します。

◆人権問題への啓発活動や相談体制の充実を図り、全ての町民の人権が尊重され、差別のない社会の実現を目指します。

◆安定的な行政サービスの提供と健全な財政運営とともに、公共施設の有効活用と適正な維持管理を図ります。

人権尊重 人権問題学習会参加率（世帯）の増
加を図ります。

町全体で差別解消に向
けた学習会の取り組み
が促進できます。

平成３０年度　　３７.０％
令和元年度　　３８.０％
令和２年度　　４０.０％
令和３年度　　４３.０％

平成30年度　　３５．０％
令和元年度　  ３４．４％

これまでと同様に、社会
教育部会等で検討し、
地区人推事務局長会議
等で、参加呼びかけの
工夫等を周知したが、
残念ながら今年度も未
実施集落が３集落あり。
統一教材にしてから５年
が経過し、一定の成果
をもたらした反面、やら
され感を感じる意見等も
ある。今後は、統一教材
を活用しながらも、より主
体的な学習となるよう、
各地区人推との連携を
より一層密にして、全集
落での開催と参加率向
上に努めたい。

学習会参加率を４３．０％にす
る。

人権推進課

人権問題講演会の初参加者数の増
加を図ります。

人権同和問題の学習者
のすそ野を広げることが
できます。

平成３０年度　　５０人
令和元年度　　５５人
令和２年度　　６０人
令和３年度　　６５人

平成３０年度　　━
令和元年度　２６人

今年度も、豪雨の影響
により中止した昨年度と
同様の「子どもの人権」
をテーマに昨年度を同
講師等で開催したが、
新たな参加者は２６人に
とどまった。年次計画的
にテーマを変えており、
そのテーマで興味を持
つか持たないが左右さ
れる部分もあるかもしれ
ない。今後も継続して、
ＨＰ・ケーブルテレビ等
も活用しながら、開催周
知と参加呼びかけを図り
たい。

初心者向けの講演会を開催し、
初参加者を６５人にする。

人権推進課

人権同和問題の啓発

5.明日のまち



☆.明日のまちを共に創る（協働・参画・人権・行財政）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆情報を積極的に提供し、住民自治組織、ボランティア組織などとのつながりを深め、協働と参画による町民主役のまちづくりを推進します。

◆人権問題への啓発活動や相談体制の充実を図り、全ての町民の人権が尊重され、差別のない社会の実現を目指します。

◆安定的な行政サービスの提供と健全な財政運営とともに、公共施設の有効活用と適正な維持管理を図ります。

人権尊重 人権同和問題の啓発 人権啓発推進員の養成を図ります。 人権問題学習会での指
導体制の充実が図られ
ます。

平成３０年度　　２８人
令和元年度　　３０人
令和２年度　　３２人
令和３年度　　３４人

平成３０年度　　２９人（１）
令和元年度　　 ２３人

人権啓発推進員は、人
権課題全般にわたって
の知識や見識に長けた
役職という印象を持たれ
るのか、長年勤められた
方の退任申出と、新規
委嘱者の引き受け手の
確保等が難しくなってき
ている。

人権啓発推進員の養成を行
い、３４人にする。

人権推進課

男女共同参画社会の
実現

各種審議会委員等への女性登用に
あたっては、推薦団体へ積極的に働
きかけるとともに、女性の公募制の導
入促進を図ります。

政策・方針決定過程へ
の女性の参画拡大が図
られます。

平成３０年度　　４３．0％
令和元年度　　４６．0％
令和２年度　　５０．0％
令和３年度　　５０．0％

平成３０年度　　４２．５％
令和 元年度    ４２．８％

審議会の女性登用率が
４１％未満の課へ啓発、
協力を要請するなど各
部署各種団体に働き掛
けていく。

女性登用率を５０％にする。 男女共同参
画センター
企画課
教育委員会
等

－28－ 5.明日のまち



－29－

☆.明日のまちを共に創る（協働・参画・人権・行財政）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆情報を積極的に提供し、住民自治組織、ボランティア組織などとのつながりを深め、協働と参画による町民主役のまちづくりを推進します。

◆人権問題への啓発活動や相談体制の充実を図り、全ての町民の人権が尊重され、差別のない社会の実現を目指します。

◆安定的な行政サービスの提供と健全な財政運営とともに、公共施設の有効活用と適正な維持管理を図ります。

行財政改革 指定管理者制度の拡
大

指定管理者制度を拡大します。 民間活力の導入により
経費が節減されます。

平成３０年度　１０箇所
令和元年度　１０箇所
令和２年度　１０箇所
令和３年度　１０箇所

平成３０年度　１０箇所
令和元年度　実績なし

令和元年度は更新施設
がなかった。新しい指定
管理施設の導入の検討
が課題。

指定管理者制度を１０箇所で導
入する。

総務課

民間活力の導入 民間活力の導入により事務事業を委
託し、効率的な行財政運営を行いま
す。

より効率的な行政運営
を推進することができま
す。

平成３０年度　調査研究
令和元年度　調査研究
令和２年度　調査研究
令和３年度　調査研究

平成３０年度　社協等に委託
令和元年度　社協等に委託

各事務事業を民間委託
するとともに、今後も調
査研究を行い、導入を
推進する。

事務の部門委託、施設の委託
について調査研究を継続的に
行う。

総務課

事務事業の見直し及び組織改革を
行ったうえで、定員の適正化を図りま
す。（定員適正化計画の推進）

効率的な行政サービス
の提供及び適正な財政
運営が推進できます。

(4.1現在計画値）
平成３０年度　２２１人
令和元年度　２２１人
令和２年度　２２１人・見直し
令和３年度　２２１人

平成３０年度　２２１人
令和元年度　２２２人

第３次定員適正化計画
の進捗管理を行い、採
用者数等のバランスを
図りながら、計画的に継
続実施していく。

職員の定員を２２１人にする。 総務課

交付税削減対策のため、具体的な歳
出削減目標を掲げ、取り組みを進め
ます。
　また、町民への情報提供を行いま
す。

交付税減額を見据え、
効率的な財政運営が推
進できます。

平成３０年度　実施
令和元年度　実施
令和２年度　実施
令和３年度　実施

平成３０年度　実施
令和元年度　実施

各種団体等の補助金・
給付金等の見直しにつ
いて精査・協議してい
く。

交付税の漸減に見合った歳出
の抑制を行う。

総務課

行政改革推進本部提言事項を実施
します。

スリムで効率的な自治
行政の確立により無駄
のない行政運営が実施
できます。

平成３０年度　実施
令和元年度　実施
令和２年度　見直し実施
(第４次大綱・プラン策定)
令和３年度　実施

平成３０年度　実施
令和元年度　継続実施

前年実績を取りまとめ、
第３次行政改革プラン
（平成28年度～令和2年
度）を推進する。

令和３年度第４次行政改革大綱
策定により、交付税減額を見据
えた、効率的な行財政運営の確
立

総務課

地籍調査の推進 ４班体制での地籍調査の実施を継続
します。

公共事業・災害復旧事
業の円滑化が推進さ
れ、課税の適正化・公
平性が図られる。

平成３０年度　５２．７７％
令和元年度　５６．１４％
令和２年度　６２．６９％
令和３年度　６９．６７％

平成３０年度末　　５２．７８％
令和元年度末 　　５６．１５％

令和２年度開始第７次
総合計画では、従来法
に加えて、筆界案活用
法、新手法のリモセン手
法を導入する準備をし
推進する。

町内全地域（地籍対象面積
１９３．２６㎢）のうち１５９．１８㎢、
８２．４％を実施する。

地籍調査課

行政改革の推進

新

5.明日のまち



☆.明日のまちを共に創る（協働・参画・人権・行財政）

項　目 施　　策 事業内容 効　　果 年次目標　(  )は年あたり 実績
Ｒ1年度取組状況

及び課題等
到達目標（Ｒ４年３月） 担当課

◆情報を積極的に提供し、住民自治組織、ボランティア組織などとのつながりを深め、協働と参画による町民主役のまちづくりを推進します。

◆人権問題への啓発活動や相談体制の充実を図り、全ての町民の人権が尊重され、差別のない社会の実現を目指します。

◆安定的な行政サービスの提供と健全な財政運営とともに、公共施設の有効活用と適正な維持管理を図ります。

行財政改革 公共施設の在り方検討 統合により、使用しなくなった小中学
校、保育所等を有効に利用するた
め、調査検討を行います。

民間活用などにより、空
き施設が有効にできま
す。

平成３０年度　検討・一部実施
令和元年度　検討・一部実施
令和２年度　検討・一部実施
令和３年度　検討・一部実施

平成３０年度　検討・一部実施
令和元年度　検討・一部実施

旧安部小学校の一部を
一般社団法人山本虎之
助記念館へ貸し出しを
行う。旧安部小学校は
文化拠点施設として整
備予定だが、他施設の
今後の連携が課題。

民間活力を利用した八東地域３
小学校の有効活用施策を実施
する。

総務課

公共施設の在り方検討 公共施設等総合管理計画の推進に
より、公共施設の統廃合を進めます。

適正配置により財政負
担の軽減を図ることがで
きます。

平成３０年度　個別計画の検討・
作成
令和元年度　個別計画の検討・
作成
令和２年度　実施
令和３年度　実施

平成３０年度　個別計画の検討
令和元年度　個別施設計画の検
討

公共施設マネジメントシ
ステムを導入し、令和２
年度から運用開始予
定。個別の現状を把握
し今後の方向性を検討
する。

個別計画を作成し、公共施設の
統廃合等効率的な活用を図る。

総務課

公共施設洋式トイレ整
備

避難所等の公共施設の洋式トイレ化
を図り、利用者の利便性の向上を図り
ます。

高齢者や障がいのある
方の利便性が図られま
す。

平成３０年度　調査・検討
令和元年度　２ヶ所
令和２年度　２ヶ所
令和３年度　２ヶ所

平成３０年度　調査
令和元年度　検討

状況調査を行い次年度
に（旧安部小学校体育
館・旧八東小学校体育
館等）トイレ改修の予算
確保を行い令和２年度
に実施予定。

各施設に洋式トイレを整備す
る。

総務課

本庁舎建設検討 本庁舎建設の必要性等を検討し、本
庁機能が最大限発揮できる環境を整
備する。

利用者の利便性が向上
します。

平成３０年度　調査・検討
令和元年度　調査・検討
令和２年度　調査・検討
令和３年度　調査・検討

平成３０年度　検討
令和元年度　検討

令和６年度まで延長と
なった合併特例債の活
用と財政状況の見極め
による調査・検討を行
う。また、合わせて災害
時における防災拠点と
しての機能の整備の検
討する必要有。

本庁舎の建設の必要性につい
て検討結果をまとめる。

総務課

新

新

－30－ 5.明日のまち


